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災害廃棄物に備える研究
～人材育成を中心に～

国立環境研究所 多島良
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• 自然災害に起因して発生する廃棄物で、市区町村に処

理責任がある

• 市区町村で普段から処理している「一般廃棄物」とは

中身も量も異なる

災害廃棄物処理とは

片づけごみ 解体ごみ 散乱ごみ
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数字の出典：熊本県（2017）熊本県災害廃棄物処理実行計画～第2版～
環境省（2017）平成27年度一般廃棄物処理実態調査
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よくある失敗①

混合廃棄物の山ができてしまう

↓

処理の手間・費用が増大

管理上のリスクが高まる

（火災、事故、悪臭等）
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よくある失敗②

管理されない状態で
道路等にごみがあふれる

↓
復旧活動を妨げるリスク
公衆衛生状態の悪化

（→特に生ごみと混合状態の場合）
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災害廃棄物への備えと人材育成の現状
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図 災害廃棄物処理計画の策定状況（環境省資料）

図 災害廃棄物に係る研修の実施状況（H30年度）
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災害廃棄物への備えと人材育成の現状
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図 研修の手法（H30都道府県、n=35)

図 研修で扱ったトピックス（H29年度実施分）

• 都道府県において実施率が

高まっている（都道府県が

市区町村を対象に実施）

• 一部の政令市でも自前の研

修が実施され始めた

• 研修の手法、トピックスが

多様化している
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• 兵庫県環境整備課と協働で実践的に開発

• 仮想災害の中で、机上で災害対応を行うこ

とで参加者の能力（災害イメージの醸成、

対応スキル、情報処理能力）が向上するか

• 研修前後のアンケート、研修中に実施され

た対応内容の分析から検証

人材育成手法・ツールの開発

多島良、森朋子、夏目吉行、大迫政浩（2019）災害廃棄物処理に係る対応型図上演習の効果とその要因、
地域安全学会論文集、34、1-10

「状況付与」
（お題）

参加者が
とった
机上対応

事務局の
反応

やりとりの
質の評価

■災害廃棄物処理に関する対応型図上演習手法の開発



9

• 災害イメージの醸成，対応ス

キルの向上，情報処理力の向

上の効果を実証

• 対応スキルの向上には，講義

等により関連情報を事前にイ

ンプットすることが重要

• 状況付与数は60分あたり4つ

程度を基準としつつ調整する

ことが効果的

• 効率的な人材育成という観点

からは、他の研修手法との比

較が必要

人材育成手法・ツールの開発

多島良、森朋子、夏目吉行、大迫政浩（2019）災害廃棄物処理に係る対応型図上演習の効果とその要因、
地域安全学会論文集、34、1-10
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人材育成手法・ツールの開発

■自己評価ツールを活用した研修手法の開発

• 災害廃棄物への強さ（強じんさ、

レジリエンス）を自己評価する

Webツールを開発

• 三重県が実施する研修の一環で

試行し、研修ツールとしての活

用手法を開発

• 個人と集団で評価作業を行う中

で、学習効果と行動変容の効果

があると想定

• 作業の過程と成果物、参加者へ

のアンケート、事後調査の結果

を分析
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人材育成手法・ツールの開発

1 2 3 4 5

評価項目の内容は妥当…

災害廃棄物対策の理解…

新たな気づきがあった

評価結果に自信がある

災害廃棄物対策の進捗…

研修前 研修中

災害廃棄物対策の進捗
管理に有用だと思った

評価項目の内容は
妥当だと思った

災害廃棄物対策の
理解が深まった

新たな気づきがあった

評価結果に自信がある

• 学習効果があり、特に集団で活用すると有効である

• 行動計画の作成には有用だが、行動変容に至ることは容易ではない

→フォローアップ調査
（約7か月後）では、
参加市町担当者
（n=14）の29%が異
動、92%は課内で情報
共有済み、31%は取組
み実施または予定
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• 災害廃棄物を適正かつ円滑に処

理するため、平時より人材育成

に取り組むことが各自治体で求

められている

• 都道府県では約8割の自治体が

研修を実施するなど、広く取り

組まれる状況にある

• 対応型図上演習や評価ツールを

用いた演習等、個人の能力を高

めることに有効な手法がある

• 組織の取組に繋げる方法が課題

まとめ


